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（はじめに） 

国土交通省が 6 月に公表した「空き地等の新たな活用に関する検討会とりまとめ」に示された土地基

本調査のデータによれば、平成 15 年から平成 25 年までの間に、相続・贈与により取得された世帯の空

き地面積は、394 平方キロメートルから 701 平方キロメートルへと 8 割増加するとともに、発生時期を

見ると、平成 3 年以後の最近 20 年の間の増加分がその 9 割を占め、平成 25 年時点で、世帯の保有する

宅地面積ストックに対する空き地ストック面積の割合（いわゆる空き地率）は 8.6%となっており、10 年

前の 6.7%に比べ大きく増加した。この中には、相続未登記土地も多数含まれているものと推測される。 

（図表１）世帯の保有する宅地の空き地率（平方キロメートル、％） 

 ①宅地面積ストック ②空き地面積ストック ③＝②/①×100% 

平成 15 年 10,112 681 6.7 

平成 25 年 11,370 981 8.6 

（注）1．国土交通省「土地基本調査」による。 

   2．空き地には原野、荒地、池沼を含む。 

ところで、相続未登記土地が多数発生する一つの大きな要因は、利用価値の低い土地について遺言が

なされないまま相続され、相続による土地の権利の取得は登記がなくとも第三者に対抗できるため、国

民の側に登記をしようという意識が育たず、未登記のまま放置されるケースが多いためである。相続に

関しては、特定の遺産を特定の相続人に相続させる旨の遺言（一般に「相続させる旨の遺言」と呼ばれ

る）は、物権的効果を伴った遺産分割方法の指定であり、当該遺産は遺言の効力の発生時に、直ちに遺

産分割協議を経ずして当該相続人に承継されるという趣旨を判示した最高裁平成 3年 4月 19日第二小法

廷判決（香川判決といわれている）が有名である。本判決によれば、相続させる旨の遺言は、遺言にお

いて相続による承継を当該相続人の受諾の意思表示にかからせたなどの特段の事情がある場合を除き、

何らの行為を要せずに被相続人の死亡の時（遺言の効力の生じた時）に直ちに当該特定の遺産が当該特

定の相続人に相続により承継されるとされ、また、その効果は登記なくして第三者に対抗することがで

きるとされ(このような考え方を学説は「遺産分割効果説」と呼ぶ)、実務上も、相続させる旨の遺言に基

づく登記自体も登記権利者である当該相続人が単独で行うことができるとされている。 

本判決には従来から、贈与・遺贈の他に民法にはない遺産分割方法を認めることはできないとして学

説上の強い批判もあるところであるが、相続未登記問題への対処という観点から、相続させる旨の遺言

を相続未登記土地の登記の促進に活かす方途を探ることも重要ではないかと考え、ここでは本判決の概

要を示したうえで、法理論や登記理論を踏まえない思い付きの断片的なものにとどまるがその対応策に

ついても考えてみたい。 

 

（香川判決の主な判旨） 

判決の核心部分は以下のとおりである。 

「遺言書において特定の遺産を特定の相続人に「相続させる」趣旨の遺言者の意思が表明されている
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場合、当該相続人も当該遺産を他の共同相続人と共にではあるが当然相続する地位にあることにかんが

みれば、遺言者の意思は、右の各般の事情を配慮して、当該遺産を当該相続人をして、他の共同相続人

と共にではなくして、単独で相続させようとする趣旨のものと解するのが当然の合理的な意思解釈とい

うべきであり、遺言書の記載から、その趣旨が遺贈であることが明らかであるか又は遺贈と解すべき特

段の事情がない限り、遺贈と解すべきではない。そして、右の「相続させる」趣旨の遺言、すなわち、

特定の遺産を特定の相続人に単独で相続により承継させようとする遺言は、前記の各般の事情を配慮し

ての被相続人の意思として当然あり得る合理的な遺産の分割の方法を定めるものであって、民法 908 条

において被相続人が遺言で遺産の分割の方法を定めることができるとしているのも、遺産の分割の方法

として、このような特定の遺産を特定の相続人に単独で相続により承継させることをも遺言で定めるこ

とを可能にするために外ならない。したがって、右の「相続させる」趣旨の遺言は、正に同条にいう遺

産の分割の方法を定めた遺言であり、他の共同相続人も右の遺言に拘束され、これと異なる遺産分割の

協議、さらには審判もなし得ないのであるから、このような遺言にあっては、遺言者の意思に合致する

ものとして、遺産の一部である当該遺産を当該相続人に帰属させる遺産の一部の分割がなされたのと同

様の遺産の承継関係を生ぜしめるものであり、当該遺言において相続による承継を当該相続人の受諾の

意思表示にかからせたなどの特段の事情のない限り、何らの行為を要せずして、被相続人の死亡の時（遺

言の効力の生じた時）に直ちに当該遺産が当該相続人に相続により承継されるものと解すべきである。

そしてその場合、遺産分割の協議又は審判においては、当該遺産の承継を参酌して残余の遺産の分割が

されることはいうまでもないとしても、当該遺産については、右の協議又は審判を経る余地はないもの

というべきである」。 

 

（登記実務の扱いと課題） 

本判決後、登記実務は、相続させる旨の遺言があったときには、遺産分割協議がなくても、相続を原

因とする相続人による単独による所有権移転登記の申請を受け付けるという取扱いが行われている。 

最高裁平成 14 年 6 月 10 日の相続させる旨の遺言と相続登記の関係に係る判決では、この香川判決後

の実務に即して、「相続させる旨の遺言による権利については法定相続分又は指定相続分の相続の場合と

本質的に異なるところはない。そして、法定相続分又は指定相続分の相続による不動産の権利の取得に

ついては、登記なくしてその権利を第三者に対抗できる（最判昭和 38 年 2 月 22 日民集 17 巻 1 号 235

頁、その他(ここでは省略)参照）。従って、本件相続人は、本件相続させる旨の遺言によって取得した不

動産又は共有持分権を登記なくしてその物権変動を第三者に対抗することができる」との判断が示され

た。 

「相続させる」旨の遺言に基づいて、この平成 14 年の最高裁判決は、最判昭和 38 年 2 月 22 日判決等

を参照と明示したうえ、これらの判決の延長線上で、遺産分割効果を持つとされる当該相続人は第三者

に対し,登記なくして自らの権利を主張できることを認めたものであり、「相続させる」旨の遺言に伴う相

続の効果は相続発生時に遡る結果、被相続人・相続人と第三者間との関係は当事者間関係となり、ここ

での第三者は民法 177 条の規定する第三者には当たらないので、従って登記なくしてこの第三者に対抗

できるとした本判決の判断はその限りでは理解できないわけではない。 

しかし、共同相続に係る相続登記と遺産分割に係る相続登記とを別異と判断している下記に述べる昭

和 46 年 1 月 26 日の遺産分割に係る最高裁判決があることを併せ考慮すれば、相続させる旨の遺言に遺
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産分割の効果を持たせ、相続に係る特定不動産については登記なくして第三者に対抗できることを意味

するとした平成４年の香川判決を追認している平成 14 年の最高裁判決が、今日、引き続き、妥当性を持

つのかどうかは議論のあるところである。 

現に、法制審議会民法（相続関係）部会の提示した「民法（相続関係）等の改正中間試案（平成 28 年

6 月 21 日）」によれば、「相続人が遺言（相続分の指定、遺贈、遺産分割方法の指定）により、相続財産

に属する財産を取得した場合には、その相続人は、その「法定相続分を超える部分」の取得について、

登記、登録その他の第三者に対抗することができる要件を備えなければ、第三者に対抗することができ

ないものとする」とされ、平成 14 年の判例を軌道修正する案が提示されている。（なお、「法定相続分を

超える部分」の取得に係る記述部分は、「民法（相続関係）等の改正部会、積み残し論点（２）」（2017

年 5 月 23 日）において削除されているが、その記述変更の意味については筆者の理解を超えるのでここ

ではそれ以上は取り上げない）。 

 

（最判昭和 46年 1月 26 日は、遺産分割による権利取得には登記が必要であるとの考え方を提示） 

上記で言及した最判昭和 46 年 1 月 22 日判決は「遺産の分割は、相続開始時に遡ってその効果を生ず

るものではあるが、第三者に対する関係においては、相続人が相続によりいったん取得した権利につき

分割時に新たな変更を生じるのと実質上異ならないものであるから、不動産に対する相続人の共有持分

の遺産分割による変更得喪については、民法 177 条の適用があり、その旨の登記を経なければ分割後に

当該不動産を取得した第三者に対し、自己の権利の取得を対抗することができない」と判示し、遺産分

割の効果を第三者に対抗するには登記が必要であるとの判断を行っている。そうであれば、平成 14 年の

最高裁判決について、相続させる旨の遺言は、遺産分割協議を要しないにもかかわらず遺産分割があっ

たのと同等の効果を持つ以上、本来は相続開始時の共有持分の移転が生じたものと観念して、登記必要

説を採用すべきであったという見方も出来ないわけではない。 

ところが、平成 14 年 1 月 22 日の最高裁判決は、法定相続分の取得は、遺産分割の有無にかかわらず、

無条件に第三者に対抗でき、共同相続人は第三取得者や差押債権者に対して登記なくして自己の持ち分

を主張できるとした昭和 38 年最高裁判決の延長戦上で登記不要説を支持しているため、共同相続と遺産

分割協議を経た相続とを区分し、後者には登記必要説を適用する昭和 46 年最高裁判決から見て違和感の

あるものとなっている。このため、相続させる旨の遺言についても、第三者対抗要件としての登記を必

要とする方向での再考・検討が必要であるように思われる。これについての詳細は、（参考）に示した法

制審議会民法（相続関係）部会の中間試案についての事務局説明資料を参照されたい。 

こうした相続させる旨の遺言に伴う第三者対抗力を登記に係らしめる考え方が強化されれば、多少な

りとも登記促進に向けた糸口が与えられ、登記が促進されるインセンティブとなろう。 

 

（相続登記の在り方について） 

そこで以下、相続未登記土地を解消させるための方策としては、まず第一に、国際的に見ても低い遺

言率が相続未登記土地の増加の遠因にもなっている日本の状況に鑑み、国民の叡智を集めて、可能な限

り、相続させる旨の遺言の仕組みが世の中に周知され、必要に応じて奨励が進むよう検討されるべきで

ある。 

これまでに出された具体的な遺言の奨励に関する提案としては、やや古いが、日本経済新聞朝刊（2015
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年 7 月 9 日）の報道に見られる、自民党「家族の絆を守る特命委員会」による、遺言に基づく遺産を相

続すれば家族の相続税の基礎控除額を上乗せして負担を減らせる「遺言控除」の新設の提案がある。ま

たこれまで主として富裕層向けのサービスとして行われている信託銀行・信託会社による遺言信託サー

ビスが、低廉な信託費用で多様なニーズに応え、広く一般国民の利用しやすい顧客本位のサービス商品

として再設計されれば、これも大きな援軍となろう。 

次に相続させる旨の遺言に基づいて、不動産の登記促進を図ることが必要である。このため、①相続

未登記土地問題が引き起こす社会的な様々な課題について、今後とも機会あるごとに所管の法務省等か

ら広く問題提起を行い、去る 2017 年 5 月 29 日に施行された法定相続人情報証明制度の活用をはじめと

して、相続未登記土地の発生抑止に向けた啓発を強化する、②政府として、登記事務に専門知識を持つ

司法書士が相続登記の促進にかかる自らの公共的使命を自覚し、業務の遂行等を通じて相続登記促進に

向けた一層の取り組み強化を要請するほか、③相続に伴う共有者不明の状態の現出を未然防止しつつ相

続登記を促進するため、特に相続発生時の共同相続について、一定の要件の下で登録免許税率を非課税

とするとともに、遺産分割協議後の相続登記を低廉な登録免許税率で共有登記の付記登記として認める

こと、相続により取得された不動産の固定資産税（相続による不動産取得税は非課税）についても、当

該土地の有効利用の可能性や収益性に応じ、実態に即した減免を認めること等を通じ、相続登記所有者

による土地管理が進むよう相続登記促進に向けた条件整備に努めることが重要であろう。 

（参考）法制審議会民法（相続関係）部会等における相続させる旨の遺言等の関連資料(いず

れも抜粋) 

Ⅰ 民法（相続関係）等の改正に関する中間試案（2016.6.21）

 

（事務局説明資料） 

Ⅱ 民法（相続関係）等の改正に関する中間試案の補足説明(法務省民事局参事官室)（2016.

７） 

1．見直しの必要性 



一般財団法人 土地総合研究所  5 

 



一般財団法人 土地総合研究所  6 

    

Ⅱ中間試案に対するパブリックコメント結果（２０１６．１０．１８） 

 

                                                  (荒井 俊行) 


